














1  はじめに 












                                                   
1 法務省法教育研究会「報告書」『我が国における法教育の普及・発展を目指して―新たな
時代の自由かつ公正な社会の担い手をはぐくむために―』（2004年 11月 4日）は，「アメ




（http://www.moj.go.jp/content/000004217.pdf, p.2），本稿では，米国の LRE そのもの
を意味する用語としては「法関連教育」の語を用いる。 
2 江口勇治「Center for Civic Education の法教育について」Center for Civic Education
（江口勇治監訳）『テキストブック わたしたちと法』（現代人文社，2001年）8頁。 
3 「平成 26年司法試験の採点雑感等に関する意見（民事系科目第 1 問）」も，第 4項「法 
科大学院における学習において望まれる事項」において，「法一般の基礎にある原理や原
則」の重要性を強調する（http://www.moj.go.jp/content/001130132.pdf，23-24頁）。 
4 アメリカ法曹協会（ABA）は，LRE 法制定（1978年）に先立つ 1970年には LRE カ
リキュラム“I’m the people”の開発を終え，翌 1971年には LRE 特別委員会を設置し
ている。なお，「市民のための法教育委員会」が日本弁護士連合会に設置されたのは 2005
年である。 













2  米国における法関連教育の内容と手法 





























におけるその意義─』金沢法学第 55巻第 1号（2012年 7月）43-49頁）。 
8 Eckhoff.T, “Justice:It’s Determinants in Social Interaction”, Rotterdam Univ.Press, 
1974, p.34. 
9 Center for Civic Education, “Fair Bears Learn About Justice” (1998), Instructional 
Procedures for Prereaders,pp.9-10. 
































                                                   
11 江口監訳・前掲注 2 ）216-224頁。 
12 平井宜雄『法政策学［第 2 版］』（有斐閣，1995年）94-100頁。 





集第 8 巻』（有斐閣，1996）93頁以下，120頁（初出・ジュリ 941号（1989年）116
頁）。 
16 星野・前掲注 15）121頁。 
17 野坂ほか・前掲注 7 ）43-49頁。 
されると考えるのが法関連教育の方略と言えよう。 
 
4  実務系基礎科目『民事訴訟実務の基礎』における価値教育の試み 















































（のさか よしお 金沢大学法科大学院教授／弁護士） 
                                                   
18 18）前掲注 7 ）参照。 
